
 

産地収益性向上事業実施要領 

 

令和７年３月３１日付けみ第１０７４号 
徳島県農林水産部長通知 

 

１ 事業の目的 

国際市況の変化により、原材料を海外に依存している化学肥料をはじめとした農業生産資材の

コストが高まっています。こうした国際市況の変化による影響を受けにくい体制を整備するため

には、低コスト生産や高品質化等により、産地における収益性を高めることが有効です。 

このため、本事業では、新たに生産性向上や高付加価値化に取り組む農業者を支援することで、

産地の収益性の向上を図ります。 

 

２ 事業内容 

園芸品目について、収益性向上につながる技術を新たに導入する農業者に対して取組面積に応

じて交付金を交付する事業です。 

 

３ 事業の実施 

（１）交付対象者 

交付対象者は、徳島県内で（３）に規定する対象作物を販売目的で生産する農業者の組織

する団体（以下「農業者の組織する団体」といいます。）とします。ただし、農業者の組織す

る団体に所属していない農業者又は農地所有適格法人にあっては、事業実施及び会計手続を

適切に行いうる体制を有している場合は、単独で交付対象者となることができます。 

（２）農業者の組織する団体 

事業実施及び会計手続を適切に行いうる体制を有しており、代表者の定めがあり、かつ、組

織及び運営に関する規約の定めのある団体とします。 

（３）対象作物 

対象作物は、野菜、果樹及び花きとします。 

（４）交付対象となる取組等 

ア 交付対象となる取組 

別表に掲げる取組について交付対象とし、交付を申請する品目ごとに、新たに２つ以上行

うこととします。ただし、あらかじめ知事の承認を受けた場合には、市町村長は交付対象と

なる取組を追加できるものとし、その承認に係る手続は、別紙１によるものとします。 

イ 交付対象面積 

交付対象面積は、アに規定する取組を行ったほ場の合計面積（畦畔や法面の面積は除きま

す。）とします。また、交付対象面積は実面積とし、a 単位で記載し、１a 未満の端数がある

ときには切り捨てることとします。 

（５）交付対象期間 

交付対象期間は、令和７年４月１日から令和８年３月１６日までとし、交付対象者は同期

間中に（４）のアの取組を行うものとする。 

（６）交付単価 

交付対象となる取組への交付単価は、（４）のイの交付対象面積に応じて、下表のとおりと

します。 

対象作物 交付単価 

露地野菜 10,000 円/10a 

施設野菜、果樹、花き 20,000 円/10a 
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４ 事業の実施手続 

（１）取組計画書の提出等 

ア 本事業を実施しようとする者（以下「申請者」といいます。）は、取組計画書（様式第１号）

を作成し、知事に提出し、その承認を受けるものとします。 

イ アの申請を受けた知事は、別紙２の採択・配分基準に基づき、予算の範囲内で当該申請者

への配分額を決定するとともに、その内容が適切であると認められる場合には、これを承認

し、申請者に通知するものとします。 

（２）取組実績報告書の提出等 

交付対象者は、取組計画書に基づく取組実績等について、取組実績報告書（様式第２号）を

作成し、令和８年１月３１日までに知事に報告するものとします。なお、作付けのスケジュー

ルの関係等やむを得ない事情により、上記期限までに実施できない取組がある場合は、予定も

含めて記載の上報告するものとします。また、当該実施予定の取組が完了次第、速やかに取組

実績を記載し、再度報告するものとします。 

（３）取組計画書の重要な変更 

（１）の取組計画書について、以下の項目につき変更を行う場合は、（１）のア及びイの手

続に準じて行うものとします。 

ア 交付対象となる取組の変更 

イ 交付金の増加又は３割を超える減少 

ウ 推進事業費の増加 

（４）取組実績報告書の内容の確認等 

ア 県は、交付対象者が提出した取組実績報告書に基づき、ほ場面積、対象作物の作付状況、

交付対象となる取組の実施状況等を確認します。 

イ ほ場面積の確認は、農地台帳及び共済細目書等の公的資料を基に行うことを基本とし、

それによる確認ができない場合は図測や実測により把握するものとします（本地面積とし、

畦畔、法面を含みません。）。なお、これらの方法により把握したほ場面積が記載された台

帳が既に存在する場合には、当該台帳に記載された面積を活用することができるものとし

ます。 

ウ 対象作物の作付状況や交付対象となる取組の実施状況の確認は、取組実績報告書の添付

書類（種苗や資材等の購入伝票等の写し、作業日誌、写真等）を基に行うこととし、必要

に応じて現地確認を行うものとします。 

エ 交付対象となる取組の実施に向けて準備を行っていたにもかかわらず、自然災害など交

付対象者の責に帰さない事由により、当該取組の実施が困難となったほ場について、以下

に掲げる全ての条件に該当すると知事が認めるものについては、本交付金の交付対象とす

ることができることとします。 

① 取組の実施が困難となったほ場で取組の準備をしていた交付対象者が、取組計画書を

県に提出しており、県から承認を受けていること 

② 当該自然災害等の発生前に、取組の実施に必要な機械、資材等を購入済みであるなど、

取組の準備を行っていたことが確認できること 

（５）交付金の交付 

ア 県は、予算の範囲内において、交付対象者に対し交付金を交付します。 

イ 県は、（４）のアに規定する取組実績報告書の確認を行い、交付対象となる取組等が適正

に実施されていることが認められる場合は、交付金を交付します。 

ウ 交付対象者が農業者の組織する団体である場合は、県から交付金の交付を受けた場合に

は、速やかに当該団体の構成員である農業者に対して交付金を交付するものとします。 

 

５ 証拠書類の保管 

交付対象者は、以下に掲げる書類を作成又は収集し、事業終了年度の翌年度から起算して５年
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間保管するとともに、取組実績報告書に添付の上、県へ提出しなければなりません（（２）及び（３）

については取組計画書にも添付してください。（４）については交付対象者が農業者の組織する団

体であり、かつ、推進事業費の実績がある場合のみ添付してください。）。 

（１）交付対象となる取組を実施したことが確認できる書類 

ア 取組の実施に係る種苗や資材等を購入したことが確認できる書類（購入伝票（日付入り）

等の写し） 

イ 取組の実施に係る機械・機器等を使用したことが確認できる書類（作業日誌等） 

ウ 取組を実施したことが確認できる資料（作業日誌、写真等） 

エ その他取組項目を実施したことが確認できる書類 

（２）交付対象面積算定の根拠となる書類 

ア 農地台帳、共済細目書等の公的資料の写し 

イ その他交付対象面積算定の根拠となる書類 

（３）加算ポイント算定の根拠となる書類（認定証等の写し） 

（４）推進事業費実績の根拠となる書類（領収書等の写し） 

 

６ 推進事業費の交付 

（１）県は、予算の範囲内において、アに規定する本事業の実施に必要となる推進活動等に要す

る経費（以下「推進事業費」といいます。）を交付対象者（農業者の組織する団体に限ります。）

に交付します。なお、推進事業費は本事業の実施のために直接必要となる経費に限るものと

し、他の業務との兼用がある場合は、利用割合に応じた経費負担割合を定めた上で、費用を

按分してください。 

ア 事務等経費 

印刷製本費、通信運搬費、振込手数料 

 

７ 交付金の返還 

（１）返還の基準 

県は、交付金の交付を受けた交付対象者が、交付金の交付要件を満たさないことが判明した

場合には、次に掲げる基準により、当該交付金の返還を求めるものとします。 

ア 交付要件を満たさないことが確認された場合には、原則として、交付された交付金のう

ち、要件を満たさないことが確認された面積に相当する額の返還を求めるものとします。 

イ 虚偽申告等の不正や悪質な事案があった場合には、交付金の全部又は一部の返還を求め

るものとします。 

ウ ア及びイの返還については、自然災害等、交付対象者の責に帰さない事由により、取組

計画書に定められた取組が実施できなかったことが確認できる場合には、その対象としな

いこととします。 

（２）返還の手続 

ア 県は、交付対象者が交付金を返還する必要が生じた場合には、当該交付対象者に速やか

に通知し、交付金の返還を求めるものとします。 

イ 県は、アにより返還を求める場合には、その請求に係る交付金の受領の日から納付の日

までの期間に応じて、法定利率で計算した加算金を請求できるものとします。 

ウ イにより返還を求められた金額を支払わない交付対象者があるときは、県は、期限を指

定してこれを督促するものとします。 

 

 

   附 則（令和７年３月３１日付けみ第１０７４号） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
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（別表） 

交付対象となる取組 

 

交付対象となる取組は次のとおりです。ただし、あらかじめ知事の承認を受けた場合には、

市町村長は取組を追加できるものとし、その承認に係る手続は、別紙１によるものとします。 

取組メニュー 取組内容 交付対象面積の考え方 

① 新品種の導入 需要に応じた新品種の作付け 新品種の作付面積 

② 排水対策 心土破砕、弾丸暗渠、有材補助暗渠、無材

穿孔暗渠、深耕、額縁明渠 

取組実施面積 

③ 農業機械の共同

利用 

地域における農業機械の共同利用やシェ

アリングサービスの活用 

交付対象者による当該

農業機械の利用面積 

④ スマート農業機

器の利用 

ドローンや可変施肥機等の活用 当該農業機器の利用面

積 

⑤ 作付けの団地化 1ha 以上のまとまった農地における作付け

の団地化 

団地化により面的集積

された面積 

⑥ 輪作体系の導入 連作障害の回避、農薬使用量の低減、作業

分散等を目的とした輪作の実施 

取組実施面積 

⑦ 土層改良 耕土の確保や土層の機能改善のための客

土又は除礫の実施 

取組実施面積 

⑧ 畦畔除去 効率的な営農のための畦畔除去 除去した畦畔に隣接す

るほ場の合計面積 

⑨ 均平作業（傾斜

均平） 

レーザーレベラーやＧＰＳレベラーを用

いた均平作業 

取組実施面積 

⑩ 農薬によらない

土壌消毒 

太陽熱土壌消毒や土壌還元消毒等の実施 取組実施面積 

⑪ 農薬によらない

病害虫防除 

ＬＥＤトラップや防虫ネットの設置、耕種

的防除、生物的防除資材の導入等の取組 

取組実施面積 

⑫ 化学肥料の使用

量削減 

堆肥利用等により、化学肥料の使用量の

20%以上低減 

取組実施面積 

⑬ 化学農薬の使用

量削減 

総合的な防除体系の確立等により、化学農

薬の使用量の 10%以上低減 

取組実施面積 

⑭ 土壌診断等を踏

まえた施肥・土

づくり 

土壌診断等に基づく施肥、有機質資材や土

壌改良資材の施用 

取組実施面積 

⑮ 効率的・効果的

な施肥 

ピンポイント施肥の実施 取組実施面積 

⑯ 地域特認技術の

実施 

市町村において別紙１の手続を経て設定 ①～⑮に準じて設定 

※②、⑦、⑧については、収穫後に実施する場合も対象とします。 

※単一の取組が複数の取組メニューに該当する場合であっても、当該取組を行ったことに

より、複数の取組を行ったこととすることはできません。 
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（別紙１） 

 

 

交付対象となる取組の追加について 

 

 

１ 手続 

（１）市町村長は、交付対象となる取組を追加しようとする場合は、別紙１様式第１号によ

り、知事に承認の申請を行うものとします。 

（２）（１）の承認申請に当たっては、追加しようとなる取組（以下「地域特認メニュー」と

いう。）の根拠となる文献やデータ等を添付するものとします。 

（３）知事は、（１）の申請について、承認の可否を決定し、別紙１様式第２号により市町村

長に通知するものとします。 

 

２ 承認申請に当たっての留意事項 

（１）地域特認メニューは、原則として、農業者自身が行う取組であり、かつ、取組により農

業者自身に追加的な負担（掛増し経費）が発生するものとします。 

（２）地域特認メニューの基本的な考え方は、低コスト、単収の向上、高品質化、省力化生産

又は作柄安定に資する取組であることとします。 

（３）取組実施の有無を客観的に判断できる基準（取組基準）を設けるものとします。 
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（別紙１様式第１号） 

 

番   号 

令和 年 月 日 

 

 

徳島県知事 殿 

 

 

○○市町村長 

 ○○ ○○ 

 

 

産地収益性向上事業における地域特認メニューの協議について 

 

 

産地収益性向上事業において、次の取組を本市町村における地域特認メニューとしたいの

で、添付資料を添えて協議します。 

 

 

 

 

１ 取組メニュー等 

（１）取組メニュー 

 

（２）取組内容 

 

（３）交付対象面積の考え方 

 

（４）取組実施の有無を客観的に判断できる基準（取組基準） 

 

 

２ 本取組を取り入れる背景及び普及の状況 

 

 

３ 本取組の今後の活用の見通し 

 

 

※取組の根拠となる文献、データ等を添付すること。 
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（別紙１様式第２号） 

 

番   号 

令和 年 月 日 

 

 

○○市町村長 殿 

 

 

徳島県知事 

○○ ○○ 

 

 

産地収益性向上事業における地域特認メニューの協議について（通知） 

 

 

（承認する場合） 

令和○年○月○日付け○○で協議のありましたこのことについて、次のとおり承認するの

で、通知します。 

 

 

 

 

１ 承認する取組メニュー等 

（１）取組メニュー 

 

（２）取組内容 

 

（３）交付対象面積の考え方 

 

（４）取組実施の有無を客観的に判断できる基準（取組基準） 

 

 

 

 

（承認しない場合） 

 令和○年○月○日付け○○で協議のありましたこのことについて、承認しないので、その

旨を通知します。 
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（別紙２） 

 

 

産地収益性向上事業の採択・配分基準について 

 

 

産地収益性向上事業の採択及び予算額の配分については、以下のとおり、配分対象となる申請

者を決定し、予算の範囲内において採択・配分するものとします。 

 

 

１ 合計ポイントが 4 ポイント以上の申請者について採択の対象とします。 

 

２ 要望額の合計が予算額を上回る場合は、配分基準に基づくポイントが上位の申請者から順に

予算の範囲内において採択し、配分額を通知するものとします。 

 

３ ２により配分した結果、最後の配分可能額が要望額に満たない場合であって、かつ、同一ポ

イントの申請者が複数の場合は、要望額の小さい者から順に配分対象とするものとします。なお、

この場合において、交付単価を減額した上で配分することがあります。 
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【配点基準】 

 

・申請者は、次の項目を選択し、それぞれのポイントを合算するものとします（主に露地野菜に

ついて交付対象となる取組を実施する場合は、１、２及び４の項目を、主に施設野菜、果樹又は

花きについて交付対象となる取組を実施する場合は、１、３及び４の項目を選択してください。

合計ポイントは最大で 34ポイントとなります。）。 

・ポイントの算定は申請者単位で行うものとし、申請者が農業者の組織する団体である場合は、

その構成員（個々の農業者）ごとではなく、当該団体ごとにポイントを算定してください。 

項目 ポイント 

１ 交付対象とな

る取組の取組状況 

【最大 12 ポイント】 

①又は②のいずれかを選択。 

①当年産における交付対象となる

取組の実施面積 

②当年産における交付対象となる取組の

実施面積/前年産の作付面積 

ア 5ha 以上 12 ア 100%以上 12 

イ 4ha 以上 ～ 5ha 未満 10 イ  80%以上 ～ 100%未満 10 

ウ 3ha 以上 ～ 4ha 未満 8 ウ  60%以上 ～  80%未満 8 

エ 2ha 以上 ～ 3ha 未満 6 エ  40%以上 ～  60%未満 6 

オ 1ha 以上 ～ 2ha 未満 4 オ  20%以上 ～  40%未満 4 

カ 20a 以上 ～ 1ha 未満 2 カ  10%以上 ～  20%未満 2 

キ 20a 未満 0 キ  10%未満 0 

２ 作付状況 

（主に露地野菜につ

いて交付対象となる

取組を実施する場

合） 

【最大 12 ポイント】 

 

①又は②のいずれかを選択。 

①当年産における作付面積の拡大 ②当年産の作付面積/前年産の作付面積 

ア 1ha 以上 12 ア 130%以上 12 

イ 80a 以上 ～ 1ha 未満 10 イ 124%以上 ～ 130%未満 10 

ウ 60a 以上 ～ 80a 未満 8 ウ 118%以上 ～ 124%未満 8 

エ 40a 以上 ～ 60a 未満 6 エ 112%以上 ～ 118%未満 6 

オ 20a 以上 ～ 40a 未満 4 オ 106%以上 ～ 112%未満 4 

カ 10a 以上 ～ 20a 未満 2 カ 100%以上 ～ 106%未満 2 

キ 10a 未満 0 キ 100%未満 0 

３ 作付状況 

（主に施設野菜、果

樹、又は花きについ

て交付対象となる取

組を実施する場合） 

【最大 12 ポイント】 

①又は②のいずれかを選択。 

①当年産における作付面積の拡大 ②当年産の作付面積/前年産の作付面積 

ア 30a 以上 12 ア 110%以上 12 

イ 25a 以上 ～ 30a 未満 10 イ 108%以上 ～ 110%未満 10 

ウ 20a 以上 ～ 25a 未満 8 ウ 106%以上 ～ 108%未満 8 

エ 15a 以上 ～ 20a 未満 6 エ 104%以上 ～ 106%未満 6 

オ 10a 以上 ～ 15a 未満 4 オ 102%以上 ～ 104%未満 4 

カ  5a 以上 ～ 10a 未満 2 カ 100%以上 ～ 102%未満 2 

キ  5a 未満 0 キ 100%未満 0 

４ 加算ポイント 

【最大 10 ポイント】 

次のア～オの基準に該当する場合は、基準 1 つにつき 2 ポイントを加算する

こととします。なお、申請者が農業者の組織する団体である場合は、該当す

る者が含まれている場合、加算することとします。 

ア みどりの食料システム法に基づき認定を受けている 

イ 国際水準ＧＡＰの認証を受けている 

ウ 有機ＪＡＳの認証を受けている 

エ 輸出事業計画の認定を受けている 

オ 青年等就農計画の認定を受けている 

※前年産とは、申請時点で作付面積が確定している直近の年産のこと。当年産とはその次の年産。 
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（様式第１号）

※第2回公募の締切

１．申請者
フリガナ

氏名又は団体・法人名

フリガナ
代表者の役職・氏名
 (団体・法人のみ)

フリガナ
担当者の役職・氏名
 (団体・法人のみ)

電話番号 メールアドレス

２．取組品目・面積

対象作物 品目名

前年産の
作付面積（a）

※事業の取組品目以外も
作付けした場合は記入し

てください

当年産の
作付面積（a）

※事業の取組品目以外も
作付けする場合は記入し

てください

当年産における
交付対象となる取

組の実施面積
（a）

交付金の申請額
（円）【①】

※取組面積に支援単価を
乗じて算出してくださ

い。

露地野菜

施設野菜

露地果樹

施設果樹

露地花き

施設花き

合計
※前年産とは、申請時点で作付面積が確定している直近の年産のこと。当年産とはその次の年産。

○支援単価
露地野菜：１万円/10a（1,000円/a）
施設野菜、果樹、花き：２万円/10a（2,000円/a）

産地収益性向上事業 取組計画書
締切：令和７年４月３０日（水）１７時【必着】

 徳島県知事 殿 
 産地収益性向上事業実施要領４の（１）のアの規定に基づき、取組計画書について提出します。

住 所
(〒    ー     )

▽ 作付面積、取組面積は、a単位で記入することとし、1a未満の端数は切り捨ててください。
▽具体的な品目を記載してください（記入欄が不足する場合は欄を追加してください）。
▽交付対象となる取組の実施面積の欄には、交付対象となる取組を２つ以上行う面積（＝交付対象面積）を記載してくださ
い。
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３．推進事業費の申請額（円） ４．合計申請額（円）

【②】 【①＋②】

※農業者の組織する団体のみ

（各経費の内訳）

印刷製本費（円） 通信運搬費（円） 振込手数料（円）

※農業者の組織する団体のみ

-11-



５．実施する取組

▽ 以下取組メニューのうち、品目ごとに本年度新たに実施するものとして２つ以上を選択してください（実施する取組メニューの欄に○を入力してください。）。
▽番号２、７、８の取組メニューについては、収穫後に実施する場合も対象とします。
▽単一の取組が複数の取組メニューに該当する場合であっても、当該取組を行ったことにより、複数の取組を行ったこととすることはできません。
▽ 記入欄が不足する場合は欄を追加してください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
新品種の導
入

排水対策 農業機械の
共同利用

スマート農
業機器の活
用

作付けの団
地化

輪作体系の
導入

土層改良 畦畔除去 均平作業
（傾斜均
平）

農薬によら
ない土壌消
毒

農薬によら
ない病害虫
防除

化学肥料の
使用量削減

化学農薬の
使用量削減

土壌診断等
を踏まえた
施肥・土づ
くり

効率的・効
果的な施肥

地域特認メ
ニュー
（
）

地域特認メ
ニュー
（
）

1 対象作物： 品目名：

2 対象作物： 品目名：

3 対象作物： 品目名：

4 対象作物： 品目名：

5 対象作物： 品目名：

6 対象作物： 品目名：

7 対象作物： 品目名：

8 対象作物： 品目名：

9 対象作物： 品目名：

10 対象作物： 品目名：

６．取組の効果等
（１）取組に係るデータ

▽取組を実施する品目ごとに記載していただき、 記入欄が不足する場合は欄を追加してください。

▽取組の実施により、増加又は減少の効果が見込まれる項目について記載してください。

項目 前年産実績 当年産目標 項目 前年産実績 当年産目標 項目 前年産実績 当年産目標 項目 前年産実績 当年産目標 項目 前年産実績 当年産目標

単収
(t/10a)

生産コスト
(円/10a)

労働時間
(時間/10a)

秀品率
(%)

その他の
効果

内容（単位）

（２）取組の実施により見込まれる効果
▽取組を実施する品目ごとに記載してください。

▽実施する取組の具体的内容がわかるように記載してください。

番号

取組メニュー
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７．選択する成果目標の項目・ポイント

▽主に露地野菜について交付対象となる取組を実施する場合は、１、２及び４の項目を選択してください。
▽主に施設野菜、果樹又は花きについて交付対象となる取組を実施する場合は、１、３及び４の項目を選択してください。
▽ポイントの算定は申請者単位で行うものとし、申請者が農業者の組織する団体である場合は、その構成員（個々の農業者）ごとではなく、当該団体ごとにポイントを算定してください。
▽ 作付面積、取組の実施面積は、ha単位で記入することとし、小数点第3位以下は切捨ててください（「２．取組品目・面積」欄、「８．農地の利用計画」欄の内容と整合性をとってください。100a=1haです。）。
▽記入欄が不足する場合は欄を追加してください。

① ①

①当年産におけ
る交付対象とな
る取組の実施面

積
（ha）

当年産における
交付対象となる
取組の実施面積

【A】
（ha）

前年産の
作付面積

【B】
（ha）

A/B
（％）

①当年産におけ
る作付面積の拡

大
（ha）

当年産の
作付面積

【C】
（ha）

前年産の
作付面積

【D】
（ha）

C/D
（％）

ポイント
【最大10ポ
イント】

露地野菜 ア みどり認定

イ 国際水準ＧＡＰの認証

ウ 有機ＪＡＳの認証

施設野菜 エ 輸出事業計画の認定

オ 青年等就農計画の認定

露地果樹

施設果樹

露地花き

施設花き

合計

該当する基準
（該当するものに○を入力）

対象作物 品目名

４ 加算ポイント

合計
ポイント

【最大34ポ
イント】

ポイント
【最大12ポ
イント】

ポイント
【最大12ポ
イント】

１ 交付対象となる取組の取組状況 ２又は３ 作付状況
①又は②を選択 ①又は②を選択

② ②
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８．農地の利用計画

▽ 作付面積、取組面積は、a単位で記入することとし、1a未満の端数は切捨ててください（ほ場ごとに切捨て）。

▽必要に応じて欄を追加してください（番号51以降は行を非表示にしていますので、必要に応じて再表示してください。）。

番号 地名・地番、大字、字、集落地番
面積(a)

（本地面積）
対象作物 品目名 備考

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50

合計
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９．確認欄（以下の□に✓を入れ、署名をしてください）

□ 今回申請するほ場については、令和６年度に同様の取組を実施していません。

□ 取組を実施しても、採択審査等の結果、交付対象とならない場合又は減額して交
付される場合があることについて了承します。

□ 取組の実施に係る証拠書類を事業翌年度から５年間保管し、取組実績報告書に添
付の上、県へ提出します。

□ 以下の場合には、交付金を返還すること、又は交付されないことに異存ありませ
ん。

① 本計画書に基づく内容において、虚偽の申請をしたことが判明した場合

② 正当な理由なく、本計画書に記載した対象作物を作付けしていないことや、交付対象期間内
（R7.4.1～R8.3.16）に交付対象となる取組を実施していないこと、その他交付要件を満たす取
組が行われていないことが判明した場合

③ 証拠書類が保管されておらず、要件を満たすことが確認できない場合や提出を拒む場合

④ 県による適正な事業執行等のための調査に応じない場合

上記確認内容に同意すること、交付対象となった場合には、確実に取組を実施す
るとともに、取組の実績報告を行うことを誓約します。

※団体・法人の場合は代表者の役職・氏名も記載してください。

10．添付書類
添付書類として次の書類を提出してください

（１）交付対象面積算定等の根拠となる書類
ア 農地台帳、共済細目書等の公的資料の写し
イ その他交付対象面積等の根拠となる書類

（２）推進事業費における各経費ごとの積算
（３）加算ポイント算定の根拠となる書類（認定証等の写し）
（４）構成員の一覧表

注： （２）、（４）は申請者が「農業者の組織する団体」である場合のみ提出してください。

令和 年 月 日

氏名又は団体・法人名※：
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（様式第２号）

１．申請者
フリガナ

氏名又は団体・法人名

フリガナ
代表者の役職・氏名
 (団体・法人のみ)

フリガナ
担当者の役職・氏名
 (団体・法人のみ)

電話番号 メールアドレス

２．取組品目・面積

当年産の
作付面積（a）

※事業の取組品目以外も
作付けする場合は記入し

てください

当年産における
交付対象となる取組の

実施面積
（a）

当年産の
作付面積（a）

※事業の取組品目以
外も作付けした場合
は記入してください

当年産における
交付対象となる取組の

実施面積
（a）

露地野菜

施設野菜

露地果樹

施設果樹

露地花き

施設花き

合計

○支援単価
露地野菜：１万円/10a（1,000円/a）
施設野菜、果樹、花き：２万円/10a（2,000円/a）

住 所

対象作物 品目名

交付金の申請額
（円）【①】

※取組の実施面積（実
績）に支援単価を乗じ
て算出してください。

▽ 作付面積、取組面積は、a単位で記入することとし、1a未満の端数は切り捨ててください。
▽具体的な品目を記載してください（記入欄が不足する場合は欄を追加してください）。
▽交付対象となる取組の実施面積の欄には、交付対象となる取組を２つ以上行った面積（＝交付対象面積）を記載してください。

計画 ※取組計画書から転記 実績

(〒    ー     )

産地収益性向上事業 取組実績報告書
締切：令和８年１月３０日（金）

 徳島県知事 殿 
 産地収益性向上事業実施要領４の（２）の規定に基づき、取組実績について報告します。
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３．推進事業費の申請額（円） ４．合計申請額（円）

【②】 【①＋②】

※農業者の組織する団体のみ

（各経費の内訳）

印刷製本費（円） 通信運搬費（円） 振込手数料（円）

※農業者の組織する団体のみ

-17-



５．実施した取組

▽実施した取組メニューの欄に○を入力してください。R8年2月1日～3月16日に取組を実施予定である場合は、実施予定月を入力してください。
（R8年2月～3月に実施予定の取組がある場合は、当該実施予定の取組が完了次第、速やかに取組実績を記載し、再度報告してください。）

▽番号２、７、８の取組メニューについては、収穫後に実施する場合も対象とします。
▽単一の取組が複数の取組メニューに該当する場合であっても、当該取組を行ったことにより、複数の取組を行ったこととすることはできません。
▽ 記入欄が不足する場合は欄を追加してください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
新品種の導
入

排水対策 農業機械の
共同利用

スマート農
業機器の活
用

作付けの団
地化

輪作体系の
導入

土層改良 畦畔除去 均平作業
（傾斜均
平）

農薬によら
ない土壌消
毒

農薬によら
ない病害虫
防除

化学肥料の
使用量削減

化学農薬の
使用量削減

土壌診断等
を踏まえた
施肥・土づ
くり

効率的・効
果的な施肥

地域特認メ
ニュー
（
）

地域特認メ
ニュー
（
）

1 対象作物： 品目名：

2 対象作物： 品目名：

3 対象作物： 品目名：

4 対象作物： 品目名：

5 対象作物： 品目名：

6 対象作物： 品目名：

7 対象作物： 品目名：

8 対象作物： 品目名：

9 対象作物： 品目名：

10 対象作物： 品目名：

６．取組の効果等
（１）取組に係るデータ

▽取組を実施した品目ごとに記載していただき、 記入欄が不足する場合は欄を追加してください。

▽取組の実施により、増加又は減少の効果が見込まれる項目について記載してください。

▽取組実績報告書の報告時点（R8年1月30日が提出期限）において把握できる範囲で記載してください。作付けスケジュールの関係上、記載できない場合は、わかり次第記載の上再度報告してください。

項目 前年産実績 当年産実績 項目 前年産実績 当年産実績 項目 前年産実績 当年産実績 項目 前年産実績 当年産実績 項目 前年産実績 当年産実績

単収
(t/10a)

生産コスト
(円/10a)

労働時間
(時間/10a)

秀品率
(%)

その他の
効果

内容(単位)

（２）取組の効果
▽取組を実施した品目ごとに記載してください。

▽実施した取組の具体的内容がわかるように記載してください。

（３）今後の課題
▽取組を実施した品目ごと、実施した取組メニューごとに記載 してください。

番号

取組メニュー
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７．農地の利用実績

▽ 作付面積、取組面積は、a単位で記入することとし、1a未満の端数は切捨ててください（ほ場ごとに切捨て）。

▽取組の実施状況について、該当する欄に○を入力してください。

（R8年2月～3月に実施予定の取組がある場合は、当該実施予定の取組が完了次第、速やかに取組実績を記載し、再度報告してください。）

▽必要に応じて欄を追加してください（番号51以降は行を非表示にしていますので、必要に応じて再表示してください。）。

全て
実施済み

R8.2
実施予定

R8.3
実施予定

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50

合計

備考
取組の実施状況

番号
地名・地番、
大字、字、
集落地番

面積(a)
（本地面積）

対象作物 品目名
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８．添付書類
添付書類として次の書類を提出してください

（１）交付対象となる取組を実施したことが確認できる書類

ア 取組の実施に係る資材を購入したことが確認できる書類（資材の購入伝票（日付入り）等の写し）

イ 取組の実施に係る機械・機器等を使用したことが確認できる書類（作業日誌等）

ウ 取組を実施したことが確認できる資料（作業日誌、写真等）

エ その他取組項目を実施したことが確認できる書類

（２）交付対象面積算定等の根拠となる書類

ア 農地台帳、共済細目書等の公的資料の写し

イ その他交付対象面積等の根拠となる書類

（３）推進事業費実績の根拠となる書類（領収証等）

（４）加算ポイント算定の根拠となる書類（認定証等の写し）

（５）構成員の一覧表

注： （２）、（４）、（５）は取組計画書の提出時から変更のある場合のみ提出してください。
（３）、（５）は申請者が「農業者の組織する団体」である場合のみ提出してください。
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